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物  質  名 アクロレイン ＤＢ－4 

別   名 
アクリルアルデヒド 
プロペナール 
プロペンアルデヒド 

C A S 番号 107－02－8 
PRTR 番号 第 1種 8 
化審法番号 2-521 

構 造 式 
 
 
 
 

分 子 式 C3H4O 分 子 量 56.06  
沸 点 52.5 ℃ 1） 融 点 －88 ℃ 1） 
蒸 気 圧 274 mmHg (25℃) 2） 換 算 係 数 1 ppm = 2.3 mg/m3  (25℃) 
分 配 係 数（log Pow） －0.01 3） 水 溶 性 2.12×105 mg/L (25℃) 4） 

急急急    性性性    毒毒毒    性性性    
 
 動物種 経路 致死量、中毒量等  
 マウス 経口 LD50 13,900 µg/kg 5）  
 マウス 吸入 LC50 66 mg/m3  (6h) 5）  
 ラット 経口 LD50 26 mg/kg 5）  
 ラット 吸入 LC50 18 ppm (41 mg/m3）(4h) 5）  

 

中中中    ・・・    長長長    期期期    毒毒毒    性性性    

・ビーグル犬に 0、0.1、0.5、1.5 mg/kg/dayを 53週間（7日/週）強制経口投与（1.5 mg/kg/day
は 4週間後から 2 mg/kg/dayへ変更）した結果、1.5 mg/kg/day群では最初の数週間に頻発し
た嘔吐を認めたが、0.5 mg/kg/day群では時折り嘔吐がみられる程度であった。また、1.5 (2）
mg/kg/day 群で血清中のアルブミン、カルシウム、総タンパクの減少、赤血球数の減少、血
液凝固時間の短縮を認めた 6）。この結果から、NOAELは 0.5 mg/kg/dayであった｡ 
・ CD-1マウスに 0、0.5、2、4.5 mg/kg/dayを 18ヶ月間（7日/週）強制経口投与した結果、4.5 

mg/kg/day群の雄で体重増加の抑制、死亡率の増加を認めた 7）。この結果から、NOAELは 2 
mg/kg/dayであった。 
・Sprague-Dawleyラットに 0、0.05、0.5、2.5 mg/kg/dayを 2年間（7日/週）強制経口投与した
結果、0.5 mg/kg/day以上の群で用量に依存した死亡率の増加を認めた。また、2.5 mg/kg/day
でクレアチンホスホキナーゼ活性の低下を認めたが、尿検査及び組織病理学的検査で異常は

認めなかった 8）。この結果から、NOAELは 0.05 mg/kg/dayであった。 
・Fischer 344ラットに 0、0.92、3.2、9.2 mg/m3を 62日間（6時間/日、5日/週）吸入させた結
果、9.2 mg/m3群で体重増加の抑制を認め、雄で高い死亡率（32匹/57匹）を示し、細気管支
の壊死、限局性気腫を認めた。また、0.92 mg/m3以上の群で用量に依存した鼻甲介部の粘膜

下リンパ球凝集と鼻炎の発生がみられ、肺組織の形態学的変化も高濃度群で著しかった。こ

の他、3.2 mg/m3群で肺胞炎、出血、気道上皮壊死、浮腫、II型細胞過形成などの暴露に関連
した病変を 10%のラットで認めたが、0.92 mg/m3群では肺の病変は認めなかった 9，10）｡この

結果から、LOAELは 0.92 mg/m3（暴露状況で補正；0.2 mg/m3）であった。 
・SPF Wistarラット、シリアンゴールデンハムスター、オランダウサギに 0、0.92、3.2、11.3 mg/m3

を 13週間（6時間/日、5日/週）吸入させた結果、ラットが最も高い感受性を示し、11.3 mg/m3

群では 4週目までに半数が死亡した。この他、ラットでは 0.92 mg/m3以上の群で用量に依存

した体重増加の抑制を認めた。また、11.3 mg/m3群では鼻粘膜に、ケラチン化を伴う重層扁
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平上皮で置き換わった壊死性鼻炎を含む顕著な変化を認め、好中球浸潤も常に観察された。

3.2 mg/m3群では中程度の扁平上皮化生と好中球浸潤を認め、0.92 mg/m3群では雄 1匹に化生、
炎症性の変化を認めたが、軽度の影響であった 11，12）｡この結果から、ラットで LOAELは 0.92 
mg/m3（暴露状況で補正；0.2 mg/m3）であった。 

生生生    殖殖殖    ・・・    発発発    生生生    毒毒毒    性性性    

・Sprague-Dawleyラットに 0、1、3、6 mg/kg/day強制経口投与した二世代試験の結果、生殖能
力への影響は認めなかったが、6 mg/kg/day群の F1世代の仔で体重の減少を認めた。また、3 
mg/kg/day 以上群の全世代で死亡率の増加、体重増加の抑制、前胃の腺粘膜のびらん、過形
成、角化症を認めた 13）。この結果から、NOAELは仔で 3 mg/kg/day、親で 1 mg/kg/dayであ
った。 
・ニュージーランド白ウサギに 0、0.1、0.75、2 mg/kg/dayを妊娠 7日目から 19日目まで強制
経口投与した結果、2 mg/kg/day群で一時的な体重増加の抑制を認め、吸収胚の増加傾向もみ
られたが、有意な変化ではなかった 14）。この結果から、NOAELは親で 0.75 mg/kg/day、仔
で 2 mg/kg/day以上であった。 
・SPF OFAラットに 0、1.26 mg/m3を連続吸入させ、4日目に交尾させた後にさらに 26日目ま
で吸入させた結果、生殖能力に影響を認めなかった 15，16）。 

ヒヒヒ    トトト    へへへ    ののの    影影影    響響響    

・本物質は眼、上部気道に対する刺激性を示し、高濃度では肺水腫、気管支炎を引き起こす。

刺激の閾値は 0.25 ppm（0.58 mg/m3）に 5分間の暴露であるとされている 17）。 
・化学工場で本物質を顔に暴露された後、顔、眼瞼周囲の痛みがみられ、20分以内に発熱、チ
アノーゼ、発咳、呼吸障害が認められている。さらに、2ヵ月後に気管水腫、18ヵ月後に慢
性気管支炎、肺気腫が観察されている 18）。 

発発発    ががが    んんん    性性性    

IARCの発がん性評価：3 19） 

  実験動物及びヒトでの発がん性に関して十分な証拠がないため、IARCの評価では 3（ヒトに
対する発がん性については分類できない）に分類されている。 

許許許    容容容    濃濃濃    度度度    
 
 ACGIH 17） TLV-Ceiling 0.1 ppm（0.23 mg/m3）  
 日本産業衛生学会 20） 0.1 ppm（0.23 mg/m3）  

 

暫暫暫    定定定    無無無    毒毒毒    性性性    量量量    等等等    ののの    設設設    定定定    

 経口暴露については、ラットの中・長期毒性試験から得られた NOAEL 0.05 mg/kg/day（死亡
率の増加）を採用し、暫定無毒性量等として設定する。 
 吸入暴露についてはラットの中・長期毒性試験から得られた LOAEL 0.92 mg/m3（鼻粘膜の

変性）を採用し、暴露状況で補正して 0.2 mg/m3とし、試験期間が短いことから 10で除し、さ
らに LOAELであるために 10で除した 0.002 mg/m3を暫定無毒性量等として設定する。 
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